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[要約] 

 【企業部門】2022 年 1 月の輸出と生産はいずれも減少した。輸出数量指数は前月比▲

0.2％、鉱工業生産指数は同▲1.3％と、いずれも 2カ月連続で低下した。半導体不足や

新型コロナウイルスの感染拡大による部品調達難を背景に自動車が大幅減産となり、

生産や輸出を押し下げた。 

 【家計部門】2022年 1月の消費と雇用はいずれも悪化した。二人以上世帯の実質消費支

出は前月比▲1.2％と 2カ月ぶりに減少した。まん延防止等重点措置が広域に適用され

るなど感染状況が悪化したことで、外出を控える動きが広がった。雇用関連指標では、

完全失業率が 2.8％と 2カ月ぶりに上昇した。有効求人倍率は 1.20倍（前月差＋0.03pt）

と前月から上昇した一方、新規求人倍率は 2.16倍（同▲0.03pt）へ低下した。 
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2022 年 1 月の貿易統計（確報）によると、輸出金額

は前年比＋9.6％と 11カ月連続で増加した。輸出数量指

数（内閣府による季節調整値）は前月比▲0.2％と 2 カ

月連続で低下した。輸出金額は価格要因により押し上げ

られたが、輸出数量は半導体不足や世界的な感染拡大に

よる部品調達難を背景に足踏みした。地域別では、米国

向けが減少した一方、EU向け、アジア向けは増加した。 

輸出の先行きは緩やかな増加基調を辿るとみている。

欧米での感染拡大がピークアウトしており、今後は人出

の回復とともに消費機会の増加を見込む。ウクライナ危

機の影響は、輸出全体に占める欧州向けの割合が低いこ

とから、現時点では限定的なものに留まるとみられる。 

 

2022 年 1 月の鉱工業生産指数（速報、季節調整値）

は前月比▲1.3％と 2 カ月連続で低下した。半導体不足

やオミクロン株の拡大を受けた部品調達難を背景に自

動車工業（同▲17.2％）が大幅減産となり、全体を 2.7％

pt 押し下げた。他方、その他の多くの業種では指数が

上昇した。経済産業省は基調判断を「持ち直しの動きが

みられる」に据え置いた。出荷指数は同▲1.8％、在庫

指数は同▲1.8％、在庫率指数は同▲1.3％であった。 

先行きの生産指数は、緩やかな増加に留まるとみてい

る。半導体不足を受け、自動車などの挽回生産が抑制さ

れるだろう。他方、感染状況が改善した地域向けの輸出

関連財の生産が全体を下支えするとみている。 

 

2021年 12月の機械受注統計（季節調整値）によると、

民需（船舶・電力除く）は前月比＋3.6％と 3 カ月連続

で増加した。内閣府は基調判断を「持ち直している」に

上方修正した。産業機械などが押し上げたことで、製造

業からの受注額は同＋8.0％となった。非製造業（船電

除く）からの受注額は、前月に増加していた機種で反動

減が見られたことで同▲0.1％とわずかに減少した。 

先行きの民需（船舶・電力除く）は足踏みするとみて

いる。ウクライナ情勢の悪化を受けた設備投資マインド

の悪化や、半導体不足を背景とした自動車などの減産が

設備投資を抑制しよう。他方、需要が高止まりしている

半導体関連の設備投資が全体を下支えするとみている。 
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（出所）内閣府統計より大和総研作成

（年）

70

75

80

85

90

95

100

105

110

115

75

80

85

90

95

100

105

110

17 18 19 20 21 22
（年）鉱工業生産指数

輸出数量指数（右軸）

鉱工業生産と輸出数量

（2015年＝100）（2015年＝100）

（注）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。
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https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20220217_022850.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20220228_022879.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20220228_022879.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20220217_022851.html
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2022年 1月の全国コア CPI（生鮮食品を除く総合）は

前年比＋0.2％と、伸び率は前月から 0.3％pt低下した。

財・サービス別に見ると、輸入物価の高騰を受け、エネ

ルギーを中心とした非耐久消費財などによる押し上げ

が続いた。他方、2020 年の Go Toトラベルの裏の影響が

剥落したことで「宿泊料」による押し上げ圧力が弱まり、

サービス価格の下落幅が大きく拡大した。 

先行きのコアCPIの前年比は緩やかな上昇が続くと見

込むものの、ウクライナ情勢次第では上振れする可能性

もある。足元では資源価格が一層上昇しており、輸入物

価を通じた押し上げ圧力は一段と強まるとみられる。一

方、サービス価格は引き続き下押し要因となろう。 

 

2022 年 1 月の家計調査によると、二人以上世帯の実

質消費支出（季節調整値）は前月比▲1.2％と 2 カ月ぶ

りに減少した。10大費目では「教育」、「被服及び履物」、

「教養娯楽」など 4 費目が下押しした。「教育」は前月

の臨時特別給付金の影響による大幅増の反動とみられ

る。「被服及び履物」や「教養娯楽」はまん延防止等重

点措置の適用を受け外出を控える動きが響いたようだ。 

消費は新規感染者数の減少を受けて、3月は小幅に回

復するとみている。なお、感染者数の先行きは不透明で

あり、足元ではウクライナ情勢の悪化を受けて資源価格

が上昇している。家計の節約志向の高まりや消費マイン

ドの悪化が消費の抑制に繋がる可能性に留意されたい。 

 

2022年 1月の完全失業率（季節調整値）は、2.8％と

2カ月ぶりに上昇した。就業者数は前月差▲19万人と減

少し、失業者数は同＋4万人と増加した。全体の就業者

数が減少する中でも、対人接触型サービス業の就業者数

はおおむね横ばいであった。有効求人倍率（季節調整値）

は 1.20 倍（同＋0.03pt）と前月から上昇した一方、新

規求人倍率は 2.16倍（同▲0.03pt）と低下した。 

先行きの雇用環境は、まん延防止等重点措置の適用期

間中は回復が足踏みしよう。飲食店の営業時間制限等を

受け、対人接触型サービス業を中心に労働時間に下押し

圧力がかかる。感染状況が安定した後の雇用環境は、経

済活動の正常化に伴い改善するだろう。 
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https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20220218_022860.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20220311_022906.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20220304_022885.html
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5 4 3 2 1 0

単位 2021/09 2021/10 2021/11 2021/12 2022/01 2022/02
季調値 2015年＝１００ 89.5 91.1 97.5 96.5 95.2 -
前月比 ％ ▲ 5.4 1.8 7.0 ▲ 1.0 ▲ 1.3 -
季調値 2015年＝１００ 86.6 88.7 95.3 95.4 93.7 -
前月比 ％ ▲ 6.1 2.4 7.4 0.1 ▲ 1.8 -
季調値 2015年＝１００ 98.1 98.7 100.7 100.8 99.0 -
前月比 ％ 3.4 0.6 2.0 0.1 ▲ 1.8 -
季調値 2015年＝１００ 119.9 119.2 116.4 115.8 114.3 -
前月比 ％ 5.5 ▲ 0.6 ▲ 2.3 ▲ 0.5 ▲ 1.3 -
季調値 2015年＝１００ 96.0 97.8 98.5 98.9 - -
前月比 ％ 0.5 1.9 0.7 0.4 - -

機械受注　 民需（船舶・電力を除く） 前月比 ％ ▲ 0.0 3.8 3.4 3.6 - -
前年比 ％ 4.3 10.4 3.7 4.2 2.1 -

季調値年率 万戸 84.5 87.7 85.1 83.8 82.0 -
貿易収支 原系列 10億円 ▲ 636.9 ▲ 75.0 ▲ 956.9 ▲ 588.9 ▲ 2193.5 -
通関輸出額 前年比 ％ 13.0 9.4 20.5 17.5 9.6 -
　輸出数量指数 前年比 ％ 3.2 ▲ 2.6 4.7 2.0 ▲ 4.0 -
　輸出価格指数 前年比 ％ 9.5 12.3 15.1 15.2 14.1 -
通関輸入額 前年比 ％ 38.4 26.8 43.8 41.2 38.7 -
実質消費支出　二人以上の世帯 前年比 ％ ▲ 1.9 ▲ 0.6 ▲ 1.3 ▲ 0.2 6.9 -
実質消費支出　勤労者世帯 前年比 ％ ▲ 3.0 0.0 ▲ 1.1 2.2 5.0 -
小売業販売額 前年比 ％ ▲ 0.5 0.9 1.9 1.2 1.6 -
百貨店・スーパー 販売額 前年比 ％ ▲ 0.7 1.3 1.8 1.7 3.0 -

季調値 2015年＝１００ 93.9 95.5 97.6 98.0 - -
現金給与総額（本系列） 前年比 ％ 0.2 0.2 0.8 ▲ 0.4 0.9 -
所定内給与（本系列） 前年比 ％ 0.0 ▲ 0.2 0.2 0.1 0.4 -

労働力調査　 完全失業率 季調値 ％ 2.8 2.7 2.8 2.7 2.8 -
有効求人倍率 季調値 倍率 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 -
新規求人倍率 季調値 倍率 2.05 2.03 2.08 2.19 2.16 -
全国　生鮮食品を除く総合 前年比 ％ 0.1 0.1 0.5 0.5 0.2 -
東京都区部　生鮮食品を除く総合 前年比 ％ 0.1 0.1 0.3 0.5 0.2 0.5

前年比 ％ 6.5 8.4 9.2 8.7 8.9 9.3
先行指数　CI - 2015年＝１００ 100.9 102.1 103.7 104.7 103.7 -
一致指数　CI - 2015年＝１００ 89.3 90.9 94.4 94.8 94.3 -
遅行指数　CI - 2015年＝１００ 93.6 93.4 94.0 94.7 93.1 -
現状判断DI 季調値 ％ポイント 42.3 55.1 56.8 57.5 37.9 37.7
先行き判断DI 季調値 ％ポイント 56.6 56.6 53.2 50.3 42.5 44.4

（注）毎月勤労統計は本系列ベース。

（出所）経済産業省、内閣府、国土交通省、財務省、総務省、厚生労働省、日本銀行より大和総研作成
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商業動態統計

消費総合指数　実質

毎月勤労統計

貿易統計

家計調査

第3次産業活動指数

住宅着工統計　 新設住宅着工戸数

鉱工業指数

生産

出荷

在庫

在庫率

月次統計月次統計

9 6 3

単位 2021/03 2021/06 2021/09 2021/12

前期比 ％ ▲ 0.5 0.6 ▲ 0.7 1.1

前期比年率 ％ ▲ 2.2 2.4 ▲ 2.8 4.6
民間最終消費支出 前期比 ％ ▲ 0.8 0.7 ▲ 1.0 2.4
民間住宅 前期比 ％ 0.9 1.0 ▲ 1.6 ▲ 1.0
民間企業設備 前期比 ％ 0.4 2.0 ▲ 2.4 0.3
民間在庫変動 前期比寄与度 ％ポイント 0.1 0.0 0.1 ▲ 0.1
政府最終消費支出 前期比 ％ ▲ 0.6 0.7 1.1 ▲ 0.4
公的固定資本形成 前期比 ％ ▲ 1.7 ▲ 3.4 ▲ 3.0 ▲ 3.8
財貨・サービスの輸出 前期比 ％ 2.2 3.1 ▲ 0.3 0.9
財貨・サービスの輸入 前期比 ％ 3.0 3.8 ▲ 1.0 ▲ 0.4
内需 前期比寄与度 ％ポイント ▲ 0.4 0.7 ▲ 0.8 0.9
外需 前期比寄与度 ％ポイント ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.1 0.2

前期比 ％ ▲ 0.5 0.2 ▲ 1.1 0.3
前期比年率 ％ ▲ 1.8 0.8 ▲ 4.2 1.4

前年比 ％ ▲ 0.1 ▲ 1.1 ▲ 1.2 ▲ 1.3
前年比 ％ ▲ 3.0 10.4 4.6 5.7
前年比 ％ 26.0 93.9 35.1 24.7
前年比 ％ ▲ 9.9 3.6 2.2 5.5
前期比 ％ 0.4 3.5 ▲ 1.1 2.7

大企業　製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 5 14 18 18
大企業　非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント ▲ 1 1 2 9
中小企業　製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント ▲ 13 ▲ 7 ▲ 3 ▲ 1
中小企業　非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント ▲ 11 ▲ 9 ▲ 10 ▲ 4

生産･営業用設備判断DI 大企業 全産業 「過剰」-「不足」 ％ポイント 4 2 1 2
雇用人員判断DI 大企業 全産業 「過剰」-「不足」 ％ポイント ▲ 5 ▲ 7 ▲ 8 ▲ 12

(出所)内閣府、財務省、日本銀行各種統計より大和総研作成

業況判断DI

設備投資
（全規模、金融保険業を除く、ソフトウェアを除く）

GDP

実質GDP

名目GDP

GDPデフレーター

法人企業統計

日銀短観

売上高（全規模、金融保険業を除く）
経常利益（全規模、金融保険業を除く）

四半期統計

主要統計計数表 
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（出所）経済産業省、内閣府統計より大和総研作成
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（出所）経済産業省統計より大和総研作成
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機械受注と資本財出荷
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（除く輸送機械）×企業物価（右軸）
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民需（船舶・電力除く）

（出所）内閣府、経済産業省、日本銀行統計より大和総研作成
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GDPベースの名目設備投資と機械受注

（兆円）（兆円）

（注）機械受注の数値は月次ベース。GDPベースの数値は年率ベース。
（出所）内閣府統計より大和総研作成
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（注）法人企業統計の数値は四半期ベース。GDPベースの数値は年率ベース。
（出所）内閣府、財務省統計より大和総研作成
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（注）数値は四半期ベース。
（出所）内閣府、財務省統計より大和総研作成
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（出所）内閣府統計より大和総研作成
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相手国・地域別自動車輸出台数

（注）季節調整は大和総研。
（出所）財務省統計より大和総研作成
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（注）変化率は近似のため要因の和と必ずしも一致しない。
（出所）財務省統計より大和総研作成
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（出所）国土交通省統計より大和総研作成
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（注）建築着工予定額の季節調整は大和総研。
（出所）内閣府、国土交通省統計より大和総研作成
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（出所）国土交通省統計より大和総研作成
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（注）2018～2019年は変動調整値。
（出所）総務省統計より大和総研作成
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（出所）総務省統計より大和総研作成
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（注）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。
（出所）内閣府統計より大和総研作成
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実質消費動向指数（CTI）の推移

(2020年=100)

消費 
 



 
10 / 13 

 

 
 

 

 
  

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.00.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

有効求人倍率 完全失業率 （右軸、逆目盛)

(注1) シャドーは景気後退期（直近は暫定）。
（注2）2011年3月～8月の完全失業率は補完推計値。
（出所）内閣府、総務省、厚生労働省統計より大和総研作成
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（出所）厚生労働省統計より大和総研作成
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（注2）毎月勤労統計のデータは本系列を使用。
（出所）経済産業省、厚生労働省、総務省統計より大和総研作成
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経常利益の要因分解
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（注）素材業種：繊維、木材、紙パ、化学、窯業、石油・石炭製品、鉄鋼、非鉄
金属。
加工業種：食料品、印刷、金属製品、はん用機械、生産用機械、業務用
機械、電気機械、情報通信機械、輸送用機械、その他製造業。

（出所）財務省統計より大和総研作成

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
(年)

非製造業 素材業種 加工業種 全産業（右軸）

（兆円）

業種別経常利益 全規模全産業

（兆円）

（注1）素材業種：繊維、木材、紙パ、化学、窯業、石油・石炭製品、鉄鋼、非鉄
金属。
加工業種：食料品、印刷、金属製品、はん用機械、生産用機械、業務用
機械、電気機械、情報通信機械、輸送用機械、その他製造業。

（注2）季節調整は大和総研。
（出所）財務省統計より大和総研作成
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（注1）季節調整は大和総研。

（注2）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。
（注3）労働分配率＝人件費/(経常利益＋支払利息等＋人件費＋減価償却費)×100
（出所）財務省、内閣府統計より大和総研作成

損益分岐点比率の推移労働分配率の推移
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（注1）季節調整は大和総研。
（注2）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。
（注3）損益分岐点比率＝固定費/（1-変動費率）/売上高×100
(注4) 固定費＝支払利息等＋人件費＋減価償却費
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（出所）財務省、内閣府統計より大和総研作成
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（注1）太線は3カ月移動平均。
（注2）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。
（出所）内閣府統計より大和総研作成

（年）

0

10

20

30

40

50

60

07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（注1）季節調整値。
（注2）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。
（出所）内閣府統計より大和総研作成
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日銀短観 業況判断DI 全規模

（注）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。後退期。
（出所）日本銀行、内閣府統計より大和総研作成
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（％pt）

（年）

製造業

非製造業

全産業

（注）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。後退期。
（出所）日本銀行、内閣府統計より大和総研作成
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日銀短観 業況判断ＤＩ 中小企業
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（注）シャドーは景気後退期（直近は暫定）。後退期。
（出所）日本銀行、内閣府統計より大和総研作成
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国内企業物価指数
ＣＰＩ（除く生鮮食品、エネルギー）
ＣＰＩ（除く生鮮食品）
企業向けサービス価格指数

（注）CPIは季節調整値。またCPIのみ2020年基準。
（出所）総務省、日本銀行統計より大和総研作成

（2015年＝100）

企業物価、サービス価格、消費者物価（水準）

（年）
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非耐久消費財（除く生鮮食品・エネルギー）
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サービス（Go Toトラベルによる下押し分除く）
コアCPI

（注１）消費増税と幼児教育・保育・高等教育無償化の影響は大和総研による試算値。
（注２）2020年以前のデータは2015年基準。

（出所）総務省統計より大和総研作成

全国コアCPIの財別寄与度分解
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消費者物価の推移
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（出所）総務省統計より大和総研作成
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国内企業物価の要因分解

（前月比、％、％pt）

（月）

（年）

（注）夏季電力料金調整後。
（出所）日本銀行統計より大和総研作成
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